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本実績報告書には、決算書の備考欄で内容が明らかな事業や事業費が小額な事業を除いた、

主な事業について掲載しています。 

 本実績報告書に掲載されていない事業についても、市ホームページにおいて、行政評価の

事務事業評価表を同様の形式で掲載しています。 



１．一般会計・特別会計決算額

（単位：円）

２．一般会計・特別会計実質収支額

（単位：円）

※　詳細は、「平成３０年度　一般会計・特別会計決算に係る主要な施策の成果と予算執行の実
績報告書」（別冊）に記載しています。

全 会 計 合 計 3,791,599,642 98,928,000 3,692,671,642

和光都市計画事業和光市
駅北口土地区画整理事業

85,785,305 45,101,000 40,684,305

後 期 高 齢 者 医 療 327,659 0 327,659

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 352,236,085 0 352,236,085

介 護 保 険 260,804,479 0 260,804,479

一 般 会 計 3,092,446,114 53,827,000 3,038,619,114

全 会 計 合 計 52,752,400,540 48,960,800,898 3,791,599,642

歳 入 歳 出
差 引 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実 質 収 支 額

和光都市計画事業和光市
駅北口土地区画整理事業

2,173,460,579 2,087,675,274 85,785,305

1,095,636,154 1,095,308,495 327,659

介 護 保 険 5,133,257,814 4,872,453,335 260,804,479

一 般 会 計 37,547,536,250 34,455,090,136 3,092,446,114

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 6,802,509,743 6,450,273,658 352,236,085

後 期 高 齢 者 医 療

令和７年度決算概要
(一般会計・特別会計)

歳 入 総 額 歳 出 総 額
歳 入 歳 出
差 引 額
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財政指標

（単位：千円、％、人）

区 分 令和５年度 令和６年度 令和７年度
和 光 市
中 期 財 政 計 画
における目標値

市税収入額 16,826,916 17,177,530 18,451,068 －

標準財政規模 17,611,608 18,272,968 19,471,432 －

（うち臨時財政対策債発行可能額） (0) (0) (0) －

財政力指数 1.044 1.078 1.098 －

（単年度） (1.087) (1.091) (1.117) －

実質収支比率 13.9 15.9 15.8 －

公債費負担比率 8.7 8.8 8.5 －

投資的経費比率 13.1 10.4 10.5 －

義務的経費比率 48.1 50.9 50.2 －

経常収支比率 91.6 92.0 92.0 80.0以下

財政調整基金現在高 2,369,490 2,231,886 3,081,740 －

財政調整基金比率 13.5 12.2 15.8 10.0以上

地方債現在高 17,761,551 17,021,169 16,436,373 －

地方債残高比率 100.9 93.1 84.4 100.0以下

人口1人当たりの地方債現在高(円) 209,630 200,509 193,558 195,000以下

実質赤字比率 － － － －

連結実質赤字比率 － － － －

実質公債費比率 5.6 6.4 6.7 3.0以下

将来負担比率 36.7 35.7 25.3 20.0以下

特定目的基金を含めた実質単年度収支 △ 62,182 364,750 1,146,638 50,000以上

職員数 413 425 425 －

ラスパイレス指数 100.7 101.3 100.4 －

職員一人当たり人口 205 200 200 －

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字額が生じていないため、「－」で標記しています。

※

※

※

※

※

※
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

129,600 129,332

0 0人

0

0

0

-

146,698

千円 129,600

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人
件
費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

131,507

146,698

千円

補助金名

費
用

事
業
費

決算額

財源
内訳 特定財源（国県補助等） 千円

217

一般財源

・令和7年度児童センター（館）開館日数　合計1,220日間
　（内訳）　 新倉児童館　　　　　　295日間
　　　　　　　下新倉児童館　　　　 296日間
　　　　　　　南児童館　　　　　　 297日間
　　　　　　　総合児童センター　   332日間

・令和7年度児童センター（館）利用者数　合計289,734人
　（内訳）　 新倉児童館　　　 　   38,267人
　　　　　　 下新倉児童館　　　　　44,049人
　　　　　　 南児童館　　　　　　　20,644人
　　　　　　 総合児童センター　　 186,774人

会計年度職員
業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1121001

1,226 1,220 1,226

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

子どもが自己肯定感を持ち健やかに育つ

2こども・若者の居場所づくり

日 1,227

児童福祉費

開館日数（４館合計）

目標像

7 枝番号

事業の対象 １８歳未満の児童及びその保護者

事業の目的

活動概要

児童が、異年齢間の児童、地域の大人たち、児童厚生員など、様々な世代との交流を通じて、健全に育成される環境を提供
する。また、乳幼児と保護者が集える場所を提供することで、保護者の子育てに関する悩みやストレスを解消する。

地域社会と連携しながら、体育レクリエーション・文化活動・教室・サークルなど、児童や親子で参加できる事業を実施す
る。また、施設利用者の安全性及び快適性向上のため、施設の整備を行う。

児童福祉法など

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具
体
的
な
成
果
の
説
明

PLAN

DO

4

目 5

児童センター・児童館管理運営

児童センター費

事業名

施設整備担当

1,220

委託業務名

0

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 保育施設課

人 295,998

本業務は、こどもの健全育成・権利保障・相談支援等に専門性を要し、多様な遊びや事業を継続的に提供するため、民間の
ノウハウと機動力を活用する必要があるため。

単位

児童センター・児童館指定管理料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

1,220

8年度

131,507

利用者数

5年度 6年度

千円 131,989

129,332

実
績

成
果
実
績

活
動
実
績

309,606 289,734 320,000

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.8%

290,000 290,000

0

130,068 131,724

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか
　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

児童センターは立地や設備の面から乳幼児の利用が多く、児童館は学校・学童との併設により小学生の利用が多くなって
いる。こうした施設特性により利用層が偏り、中高生をはじめ幅広い年代の居場所となりきれていないことが課題であ
る。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への
貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性
の判断理由・
今後の取組等

来館者数は減少傾向にあるものの、一人ひとりに目が行き届く、より安全で丁寧な運営が可能となる好機と捉えている。
一方で、利用層が乳幼児・小学生に偏っており、中高生をはじめとする幅広い年代の居場所となりきれていない点を課題
と認識している。
今後、児童館では、指定管理者の自主事業として、中高生を対象に学童クラブや児童館を夜間帯（主に17:00～19:00）に
開放する事業を計画しており、勉強やおしゃべりなどができる安全な居場所を提供できるよう、体制を整えていく。総合
児童センターにおいても、夜間開放などを視野に入れた中高生の居場所づくりを進めていく。

A

児童福祉法に基づき、こどもの健全育成を担う実施主体として市が適切である。

理由 社会福祉協議会や民間事業者への指定管理実績があり、民間による提供が可能である。

公共性

理由 経費の大部分が専門職員の人件費であり、削減の余地は限定的である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 施設整備のための休館日を設け、長期的に安定した運営を行っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

こどもの居場所として、こどもが一人で来館できる距離にあることが適切である。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

C

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある
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